
（例規２３） 

陸幕総第２７８号  

５０．３．２５  

 

改正 昭和53年１月13日陸幕監理第３号 昭和54年１月26日陸 幕 補第 44号 

 平成19年１月９日陸 幕 法第１号 平成19年３月28日陸 幕 法第 61号 

 平成21年２月３日陸 幕 法第10号  

令和２年７月30日陸 幕 総第919号 

平成30年３月14日陸 幕 法第104号 

令和５年６月30日陸幕募援第122号 

 

陸 上 総 隊 司 令 官 

各 方 面 総 監 

各 部 隊 長 

各 機 関 の 長 

 

 

                       陸 上 幕 僚 長      

（公 印 省 略） 
 

帰郷広報について（通達） 

（募援定第２４９号） 

 

標記について、下記により実施されたい。 

なお、陸幕総第１８４号（４９．３．５）は廃止する。 

 

記 

 

１ 目 的 

この通達は、陸上自衛隊（自衛隊情報保全隊、自衛隊体育学校、自衛隊中央病院、

陸上幕僚長の監督を受ける自衛隊地区病院及び自衛隊地方協力本部を含む。）にお

ける帰郷広報について必要な事項を定め、広報の推進及び隊員の士気の高揚を図る

ことを目的とする。 

 

２ 実施要領 

(1) 帰郷広報実施隊員及び実施基準 

ア 帰郷広報実施隊員 

帰郷広報を実施する隊員（以下「帰郷広報実施隊員」という。）とは、防

経会第５３号（１９．１．４）「防衛省所管旅費取扱規則の運用について

（通達）」別紙（第２０条関係）第１０項第１号から第３号までに規定する場

合における営内陸曹等をいう。 

イ 実施基準 

アに規定する営内陸曹等のうち、部隊配置された者から選考し実施する。た

だし、一人の者が複数回実施する場合においては、原則として前回の実施から

２年以上経過した場合に限る。 

 

(2) 実施時期 

陸上総隊司令官等（陸上総隊司令官、各方面総監、各部隊長、各機関の長を

いう。以下同じ。）の計画による。 

殿 



(3) 発令権者等及び発令 

ア 発令権者等 

(ｱ) 発令権者は、陸上自衛隊旅費取扱規則（陸上自衛隊達第１６－７号（１

９．１．９））別紙付紙第１に定める旅行命令権者とする。 

(ｲ) 発令権者は、実施計画を作成し関係会計隊長等と調整する。 

イ 発 令 

発令は個別命令によるものとし、当該命令に係る記載要領は別紙第１に定

めるところによる。 

(4) 経費の示達及び旅費の計算 

ア 帰郷広報旅費支弁とし、別途示達する。 

イ 鉄道賃及び船賃の支給については、防衛省所管旅費取扱規則（平成１８年

防衛庁訓令第１０９号。以下「規則」という。）第１１条の規定を準用する。 

ウ 航空賃の支給については、規則第１２条の規定及び陸幕会第１９２号（令和

２年２月２８日）「内国旅行における航空賃の支給要領について（通達）」第２

項の規定による。 

エ 民間航空機の利用者は必ず領収書を帰隊後旅費担当者に提出しなければなら

ない。 

 

３ 実施上の細部事項 

(1) 帰郷広報実施隊員の行動概要等に係る記載要領は、別紙第２に定めるところ

による。 

(2) 年次休暇の期間は、帰郷先到着日の翌々日から帰隊のための帰郷先出発の前々

日までとし、約５日間を基準とする。 

(3) 帰郷広報実施隊員に対しては個別命令の写しを交付するとともに、休暇証及び

広報パンフレット（自衛隊広報資料、自衛官募集関係資料、北海道・沖縄案内等

をいう。）を携行させるものとする。 

(4) 陸上総隊司令官等は、帰郷広報実施隊員の帰郷を証明する資料、当該隊員に係

る名簿の作成等について必要な事項を定める。 

(5) 帰郷広報を実施させる発令権者は、当該隊員の帰郷先を担任する自衛隊地方協

力本部長に対し、実施日７日前までに当該隊員の帰郷広報予定及び実施に関する

事項を別紙第３に定めるところにより通知するものとする。 

(6) 前号の通知を受けた自衛隊地方協力本部長は、当該隊員の帰郷広報を募集広報

活動に活用するよう努めるとともに、帰郷広報後、速やかに当該隊員の実施結果

を別紙第３に定めるところにより記入し、当該帰郷広報を実施させる発令権者に

通知するものとする。 

 

４ 実施成果報告 

陸上総隊司令官等は、各四半期終了後２０日以内に別紙第４の様式に基づき順序

を経て陸上幕僚長宛てに報告するものとする。 

 

 

関連文書：防経会第５３号（１９．１．４） 

     防衛庁訓令第１０９号（１８．１２．２６） 

     陸幕会第１９２号（令和２年２月２８日） 

添付書類：別紙第１～別紙第４ 



別紙第１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 帰郷広報の実施期間には、当該広報のための移動に要する日数を含む。 

注２ 上述のように帰郷広報の実施期間が２回となる場合には、当該両期間の間の

期間に、年次休暇等を取得することができる。 

 

○○普連個命第○号 
令和○年○○月○〇日 

 
帰郷広報に関する第○○普通科連隊個別命令 

 
 
１ 令和〇年〇月○○日から令和〇年〇〇月○○日までの間及び令和〇年〇月○○日から

令和〇年〇〇月○○日までの間○○県〇〇市において帰郷広報を実施せよ 
 
（第 〇 中 隊）    ３等陸曹  〇 〇 〇 〇 

 
２ 令和〇年〇月○○日から令和〇年〇〇月○○日までの間及び令和〇年〇月○○日から

令和〇年〇〇月○○日までの間○○県〇〇郡○○町において帰郷広報を実施せよ 
 
（第 〇 中 隊）    陸 士 長  〇 〇 〇 〇 

 
 

 
第〇普通科連隊長 １等陸佐  〇 〇 〇 〇 

（ 公 印 省 略 ） 
        

 
 
 
 
 
(1) 宛  先 

(2) 配布区分 

(3) 伝達方法 

文書管理者： 

保存期間：○年（○．３．３１まで保存） 



別紙第２ 

帰 郷 広 報 実 施 隊 員 の 行 動 概 要 等 

 
 

         
 

 
  

 
到着の 
翌日 

 

 
 
出発の 
前日 

  

命令等個命

による期間 
 
 

（公務旅行） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

約５日間 
を基準 

 
年次休暇 

 

（公務旅行） 

 

行 動 
 
 
 

帰郷広報のための移動 
 
 
 
 
 

帰郷広報 
の実施 
 
 
 
 

 
 

帰郷広報の

実施 
 
 
 
 

帰郷広報終了に伴う移動 
 
 
 
 
 

 

 

発 着 発 着 

自主的に 

広報を実 

施する。 

所 属 駐 屯 地 帰郷先（自宅） 所 属 駐 屯 地 

宿 泊 料 宿 泊 料 



別紙第３ 

帰郷広報予定・実施表（基準） 

 

 

 

注 記載要領：備考には、出身校、部活動など自衛隊地方協力本部の広報活動に資す

る情報を記載 

帰郷期間 募集広報活動

８／１１ 母校訪問

8/11 ○○高校訪問
（0900-1000）

・校長先生と進路相談担当
に表敬
・後輩○名と懇談

８／１３ 事務所支援
8/13　○○事務所支援
・ポスターの掲示
・○○駅前でチラシ配布

2

1 第５高射特科中隊 士長 山田　太郎 ８／１１～８／１５

連番 所属部隊 階級 氏名 備考

行動予定

○○高校出身
（R2.3卒）

実施結果



別紙第４ 

実 施 成 果 報 告 

実施部隊等名           

月別 
 

区分 
方面別 帰郷先 

   月    月    月 合  計 

人員 金 額 人員 金 額 人員 金 額 人員 金 額 

ＮＡ 

札 幌         

函 館         

旭 川         

帯 広         

小 計         

ＮＥＡ 

青 森         

岩 手         

         
          

ＭＡ 

         

         

小 計         

ＷＡ 

福 岡         

佐 賀         

長 崎         

大 分         

熊 本         

宮 崎         

鹿 児 島         

沖 縄         

小 計         

合  計         

備  考  

 

記載要領： 帰郷広報実施結果に基づく隊員及び家族等の希望事項並びにその他参考

事項を備考欄に記入するものとする。 


